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要旨

 近年の日本の高等教育政策では、3 つのポリシー（アドミッション・ポリシー、カリキ

ュラム・ポリシー、ディプロマ・ポリシー）に基づく大学教育の質保証を進めてきた。特

に、大学教育の質保証にとっては、教育過程（プロセス）が重要と考えられ、学生の学修

成果の評価を含んだカリキュラム・ポリシーに基づくカリキュラムマネジメントが今後

益々重要になると考えられている。日本の大学教育におけるカリキュラム研究は未だ不十

分であり、新たな視点として、近年、多様化する大学の教育や運営への各アクターの役割

にも注目しながら、カリキュラムマネジメントに関する事例研究を行うことで、実践的研

究として深化させ、大学教育の質保証にインパクトを与えるカリキュラムマネジメントの

あり方を検討する必要がある。

 本稿では、カリキュラムマネジメントのあり方を検証する一事例として、文部科学省

「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC+）」による地域人材育成カリキュ

ラムを取り上げ、大学教職員やステークホルダーが参画したカリキュラムマネジメントの

実情を明らかにする。
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1 はじめに
1.1 時代背景と問題設定
 日本の高等教育政策では、2005 年 1 月の

中央教育審議会『我が国の高等教育の将来像

（答申）』を契機に、3 つのポリシー（アド

ミッション・ポリシー、カリキュラム・ポリ

シー、ディプロマ・ポリシー）に基づく大学

教育の質保証を進めてきた。2012 年 8 月の

中央教育審議会『新たな未来を築くための大

学教育の質的転換に向けて（答申）』におい

て、学位プログラムという概念が表れ、学生

が「何を学んだか」ではなく「何ができるよ

うになったか」を問う、教育の結果とその証

である質の高い学位授与であるアウトカムベ

ースの大学教育改革の方向性が示された。研

究者の立場からは、天野郁夫（2013）が、戦

後日本の高等教育の質保証の装置を四つに整

理し、「①大学設置基準」「②入学者選抜」

「③第三者評価制度」を挙げ、今後は、「④

教育過程（プロセス）」が重要となると指摘

している。

このような経緯の中で、2016 年 3 月には、

3 つのポリシー公表が法令義務化され、ディ

プロマ・ポリシーに基づくカリキュラム編成

やカリキュラム・ポリシーに基づく学習成果

アセスメントといった、3 つのポリシーに基

づく質保証が一層強化されることとなった。

特に、カリキュラム・ポリシーを「ディプロ

マ・ポリシーの達成のために、どのような教

育課程を編成し、どのような教育内容・方法

を実施し、学修成果をどのように評価するの

かを定める基本的方針」（文部科学省大学分



科会大学教育部会,2016）と定義付け、カリ
キュラム・ポリシーに基づくカリキュラムマ

ネジメントが、大学教育の質保証にとって、

今後益々重要になると考えられている。

今日の大学運営は、ステークホルダーの存

在を無視できない。大学教育に関して大学教

職員だけでなく、ステークホルダーとの協働

によるカリキュラムマネジメントの対応を迫

られている。また、アクティブ・ラーニング

の導入や、汎用的能力育成を目的とした体験

型学習などの導入、正課外教育による学修成

果の可視化など、学生の学びや教育手法は多

様化し、カリキュラムマネジメントの手法も

また多様化している。

1.2 先行研究等
カリキュラム研究については、従来から初

等中等教育を中心とした研究に偏る傾向が見

られ、大学におけるカリキュラム研究につい

ては、井門冨二夫（ 1985）や有本章編
（2003）による総論が中心であった。近年
に至り、大学教育の組織的取組が求められる

中で、日本高等教育開発協会・ベネッセ教育

総合研究所編（2016）や河合塾編（2016）
によるカリキュラム改革に着目したアンケー

ト調査・事例調査が注目される。

しかし、中留武昭（2012）が指摘するよ
うに、大学教育におけるカリキュラム研究は

初等中等教育に比べ遅れ、大学のカリキュラ

ムマネジメントを進めるには、「事例研究の

累積による基軸と構成要素の緻密な検証」

「数量調査によるモデルの一般化を図り、作

成したモデルにおける開発的研究（ガイドラ

イン作成等）」の必要性を示唆している。

筆者は、ここ数年にわたり、『日本の大学

における組織開発（OD）に関する実証的研
究』等の諸研究により、大学の組織変容にイ

ンパクトを与えるアクター（大学管理職、大

学教員、大学職員、学生）の関係性に着目し

て多くの研究成果を挙げてきた。しかし、大

学教育のアカウンタビリティが求められる中

で、大学組織内のアクターの関係性に着目す

るだけでは不十分であり、大学教育のコンテ

ンツであるカリキュラムという動態システム

に着目する必要性を感じていた。

日本の大学におけるカリキュラムマネジメ

ントに関する実践的研究は黎明期にあり、ま

ずは、日本の大学におけるカリキュラムマネ

ジメントの事例研究及び課題抽出に取り組む

必要性がある。これまでの先行研究を踏まえ

ながら、文部科学省「地（知）の拠点大学に

よる地方創生推進事業（COC+）」（以下
「COC＋事業」）において開発・設計する
「やまぐち未来創生人材育成プログラム」

（以下「YFL 育成プログラム」）を事例に
して、大学教職員とステークホルダーが参画

し、運営されるカリキュラムマネジメントの

あり方を探求する。

2 文部科学省「地（知）の拠点大学による
地方創生推進事業（COC+）」を通したカリ
キュラムマネジメント

2.1 文部科学省「地（知）の拠点大学によ
る地方創生推進事業（COC+）」の概要とね
らい

平成 27 年度から実施している、文部科学
省 COC+事業は、平成 25 年度から「地域の
ための大学」として、各大学の強みを生かし

つつ、大学の機能別分化を推進し、地域再

生・活性化の拠点となる大学の形成に取り組

んできた「地（知 ）の拠点整備事業

（COC）」（以下「COC 事業」）を発展さ
せたものであり、地方公共団体や企業等と協

働して、学生にとって魅力ある就職先を創

出・開拓するとともに、その地域が求める人

材を養成するために必要な教育カリキュラム

の改革を断行する大学の取組を支援すること

で、地方創生の中心となる「ひと」の地方へ

の集積を目的としている。



いわゆる COC 事業から COC＋事業への
発展は、安倍政権が掲げる地方創生のための

「まち・ひと・しごと創出」に係る政策に起

因している。

COC＋事業の公募要領の冒頭には、「我
が国が世界に先駆けて迎えている人口減少・

超高齢化社会において、『人口減少が地域経

済の縮小を呼び、地域経済の縮小が人口減少

を加速させる』ことが危惧されています。こ

のような中で、地方と東京の経済格差拡大が、

魅力ある職を求める我が国の人口を地方から

東京圏へ流出させていると指摘されておりま

す。とりわけ、このような人口の流出は、大

学入学時及び大学卒業・就職時の若い世代に

集中しています。このような人口減少と地域

経済の縮小に歯止めをかけ、各地域がそれぞ

れの特徴を活かした自律的で持続的な社会を

創生するためには、意欲と能力のある若者が

地域において活躍できる魅力ある就業先や雇

用の創出等に国と地方が一体となって取り組

んでいかなければなりません。」と、その事

業背景が明記されている。

このような事業背景と目的を踏まえ、

COC+事業では、COC 事業とは異なり、当
該地域の高等教育機関の連携を基礎に、自治

体や企業等との連携を図る必要があり、取組

内容は多様かつ広範囲に及ぶ点に特徴がある。

そして、その根幹において、地域の高等教育

機関、自治体、企業等が連携し、事業協働地

域を形成しながら、当該地域の未来を担う人

材育成のためのカリキュラム構築が求めてい

る。具体的には、COC 事業と COC＋事業に
おける申請要件の違いを比較すれば明らかで

ある。COC 事業では、「①全学的な取組と
しての位置付けを明確化（学則等の位置付け

など）」「②大学の教育研究と一体となった

取組（全学生が在学中に一科目は地域志向科

目を履修）」「③大学と自治体が組織的・実

質的に協力」「④これまでの地域との連携の

実績」「⑤自治体からの支援の徹底 -マッ

チングファンド方式-」の 5 項目が申請要件
となっていたが、COC＋事業では新たに、
「⑥自治体の教育振興基本計画や申請内容に

係る自治体の基本計画等への申請大学の役割

の記載」「⑦地域の複数大学、中小企業やベ

ンチャー企業、ＮＰＯ等との連携」が追加さ

れている。さらに、COC＋事業申請大学
（COC＋大学）には、カリキュラムの改革
案の要件が詳細に列挙されており、学生が地

域を志向し、将来の就職先として事業協働地

域を選択する契機となるようなカリキュラム

改革の構想について、「① 地域が求める人

材像と修得すべき能力を記載すること。修得

すべき能力は、連携地方公共団体・企業等か

らのヒアリングやデータ等の把握・分析に基

づいて、修得すべき能力が具体的かつ明確に

目標設定されていること。【ニーズ把握・分

析と修得能力の明確化】」「② 教育プログ

ラムの構築・実施については、地域が求める

人材として「修得すべき能力」を身につける

ことができる実践的かつ効果的な内容及び方

法が体系的に構想されていること。【実践的

な能力が身につく体系的な教育課程の編

成】」「③ 構築する教育プログラムの担当

教員の計画については、その内容を教授でき

る経歴・専門分野の教員で構成（採用予定者

を含む）すること。」「④ 授業を担当する

教員（実務家教員を含む）全員が、地域のニ

ーズや開発する教育課程の内容を共有し、共

通理解を持って教育課程等の開発を推進でき

るよう、適切な教員体制を構築し、効果的な

ファカルティ・ディベロップメントを実施す

ること。【教員体制と FD】」が求められて
いる。

COC 事業と COC＋事業の申請要件の違い
について、カリキュラム改革構想の観点から

比較すると、大きな違いがあることは明らか

である。すなわち、COC 事業では全学必修
の地域志向科目を一科目設定に留まる一方、

COC＋事業では当該地域が求める人材像、



教育・学修目標を設定した上で、必要とされ

る教育プログラムの構築が求められ、体系的

なカリキュラム設計が必要であることが分か

る。

2.2 YFL育成プログラムで育成する人材像
山口大学が申請大学として採択を受けた

COC＋事業「やまぐち未来創生人材育成・
定着促進事業」1）では、公表されている申

請概要2）によると「山口県は人口数万～20
万の都市が分散し、それぞれの都市域が独自

の文化、歴史、産業構造を有している。また

若者の県外流出が顕著で、人口減少が加速化

し、深刻な課題となっている。本事業はこの

ような課題に対して、地域社会が求める人材

を育成する教育プログラムを構築、実践する

ことによって、事業期間の 5 年間で高等教
育機関の卒業生の県内就職率 10％以上の向
上を実現する。具体的には地域社会が求めて

いる学生の能力を 6 つの力に整理し、これ
を育む地域志向型の教育プログラムを構築す

る。教育の実施は参加高等教育機関、地方自

治体、企業等地域全体で取り組む。分散して

いる高等教育機関をネットワークで結び、学

生は各自の教育機関で基礎科目を学ぶととも

に、合宿形式のアクティブ・ラーニング、さ

らにインターンシップに参加する。学生の能

力と企業等の求める能力のマッチングシステ

ムを構築し、ミスマッチを防ぐことで地元定

着率向上の実現を図る。」としている。

地域志向型の教育プログラムとして掲げた

YFL 育成プログラムでは、県内の企業や地
方公共団体等に対するニーズ把握等から、事

業協働地域が求める人材像として、世界規模

（グローバル）の視野を持ちながら、様々な

地域（ローカル）の諸課題に未来思考で取り

組み、課題解決方法を提案、実行できる人材

を 「 や ま ぐ ち 未 来 創 生 人 材 （ YFL: 
Yamaguchi Frontier Leader）」とした。当
該地域人材に必要な 6 つの能力（YFL の 6 
つの力）を以下のとおり整理した。YFL の
6 つの力が教育プログラムにおける教育・学
修目標に位置付けられる。

①やまぐちの地域行政・経済、歴史を理解

し、活用できる力【やまぐちスピリッ

ト】

図 1 『やまぐち未来創生人材育成・定着促進事業』概要図



②グローカルな視点で何事にも誠実に取り

組む力【グローカルマインド】

③知的財産に関する情報を利活用してイノ

ベーションを起こす力【イノベーション

創出力】

④多様な関係者と良好なコミュニケーショ

ンを保ちながら協働できる力【協働力】

⑤主体性と行動力を持って課題を発見し、

これを解決できる力【課題発見・解決

力】

⑥専門知識を活かしてチャレンジすること

ができる力【挑戦・実践力】

 なお、平成 28 年 2 月に、やまぐち地域の
高等教育機関関係者（教職員・学生）、自治

体・企業関係者を対象に開催した FD
（Faculty Development）・SD（Staff Development）セ
ミナーにおいて、「今、地域で必要とされて

いることは何ですか」という問いを参加者に

投げ掛けたところ、図 2 のとおり、資源
（リーソス）がありながら、その活用や情報

発信が出来ていない現状認識があり、その状

況を克服する若い人材を求める数字となって

いる。まさに、YFL 育成プログラムが育成
しようとする人材像と合致している。

2.3 YFL育成プログラムのカリキュラム設
計と質保証

YFL 育成プログラムのカリキュラムでは、

YFL の 6 つの力を修得するために必要な学
修時間を確保するため、ナンバリングシステ

ムによる階層別科目群「コア科目・導入科

目： 100 番）」「基幹科目： 200 番」
「PBI（Project-Based Internship）科目：
300 番）」を下表のとおり設定している。
YFL 修得要件単位数（時間数）「12 単位
（168 時間）」を満たすと、YFL 認定証が
交付される。

表 1 YFL育成プログラム授業科目一覧

YFL 育成プログラムの特徴は、サービス
ラーニング型・アントレプレナー型の 2 類
型を基軸とした階層型カリキュラム3）であ

る。カリキュラム設計の基本コンセプトには、

2 つの動機がある。一つは、近年の日本の青
少年の社会参画意欲や自己肯定感が他国と比

較して低い傾向（図 3 参照）にあり、その
ような若者意識を克服するカリキュラム設計

の必要性である。もう一つは、先行研究（平

尾元彦・田中久美子,2016）に拠れば、地元
志向の強い学生の社会人基礎力やキャリア意

識が相対的に低いことが指摘される中で、そ

のような状況を把握した上でのカリキュラム

設計の必要性である。

当該科目群は 100 番科目・200 番科目を
原則として共通教育科目、300 番科目を原則
として学部専門科目に位置付けて運用するこ

ととしている。YFL 育成プログラムでは、
参画する 12 高等教育機関とのカリキュラム
互換調整を図り、一部の科目では、複数機関

の教員が分担担当し、複数機関の学生が交流

図 2 平成 27 年度 COC＋事業 FD・
SDセミナー参加者調査（抜粋）

N=96



図 3 生徒の自己肯定感、社会参画に関する意識（中央教育審議会初等中等教育分科会 
教育課程部会教育課程企画特別部会,2015）

しながら学ぶ環境の創出を目指している。特

に、「サービスラーニング基礎」「アントレ

プレナー基礎」の授業設計では、異業種組

織・構成員との交流を通した教育の質保証に

取り組んでいる。

YFL 育成プログラムの質保証の仕組みと
して、YFL の 6 つの力（教育・学修目標）
と各授業科目との関係性を数値による重み付

けで可視化するカリキュラムマップ「YU 
CoB CuS (Yamaguchi University Competency-
Based Curricular System)」を適用することとし
ている。これにより、YFL 育成プログラム
の履修学生にとって、修得すべき能力に対す

る達成度が可視化され、学修成果を把握する

ことができる。さらには、YFL の 6 つの力
に関するプログラムベース・ルーブリックを

別表（本編末に掲載）のとおり策定し、学修

レベルに応じた獲得能力を明示した。

3 YFL育成プログラムの科目開発と実践
3.1 100 番科目「コア科目」と「実践導入

科目」の設計

YFL 育成プログラムの導入科目群として
位置付けられているのが、100 番科目である。
「やまぐちを発見！」をコンセプトに、やま

ぐち地域に関る基礎知識とスキルを講義形式

中心で学ぶことが狙いである。

100 番科目には「コア科目」と「実践導入
科目」に区分されており、コア科目（「山口

と世界（やまぐちの歴史・文化を学ぶ）」、

「やまぐちの行政・経済を学ぶ」「キャリア

デザイン入門」「知的財産入門」）は既設の

地域志向科目等を活用した科目群となってお

り、地域に関する基礎理解を目的としている。

一方、実践導入科目（「サービスラーニング

入門」「地域協働型知識創造論」「社会情報

入門」）は YFL 育成プログラム用に新設し
た科目群であり、「やまぐちを発見！」に繋

がる実践的スキルの修得を目的としている。

特に、「サービスラーニング入門」では地域

コミュニティを支える市民性を養い、「地域

協働型知識創造論」では多様な地域関係者と



図 4 『地域協働型知識創造論』公開授業チラシ

のコミュニケーションや協働する基本的姿勢

を養う。コア科目・実践導入科目については、

COC+参加大学・高専の学生には、e-ラーニ
ングシステムによる授業コンテンツ配信を行

い、反転授業やブレンディット学修としての

活用に供することを目指している。

 ここでは、YFL 育成プログラムのために
新設した科目群である実践導入科目のうち、

筆者が担当する「地域協働型知識創造論」の

科目設計と実践についてまとめる。

 「地域協働型知識創造論」の授業設計にお

いて、シラバスの授業概要には「知識の特性

に関する理解と組織的知識創造理論の全体像

について説明し、組織におけるナレッジ・マ

ネジメント・プロセスを明らかにする。組織

と人との関係性を理解しながら、地域におけ

る多様なステークホルダーとの協働のアプロ

ーチの仕方を学習する。」、到達目標には 

「①知識創造理論に関する理解し、同理論を

活用して応用することができる。②組織と人

との関係性を理解し、地域との協働に取り組

むことができる。③ダイバーシティを受容し、

地域での実践活動に活かすことができる。」

と記している。「地域協働型知識創造論」で

は、受講生が 2 年次以降に受講予定の「サ

ービスラーニング基礎」「アントレプレナー

基礎」を選択するときに必要とされる知識創

造理論の修得と実務家教員 2 名（地域再生
実践家とグローバル起業家）による実践的講

義・演習で構成している（図 4参照）4）。

 具体的には、野中郁次郎・竹内弘高

（1996）が提唱した知識創造理論（SECI モ
デル）を提示しながら、受講生が将来、地域

社会で活躍する際には、組織内や組織同士で

の協働、さらには、新しいイノベーションを

生み出すための基礎理解を深めることを最大

のねらいとしている。我々の周りに存在する

知識には「暗黙知」と「形式知」という 2
種類が存在し、我々の日々の営みにおいて

「暗黙知」「形式知」の循環を通して新しい

知識やイノベーションが生み出され、かつ、

スパイラル状に展開していく概念を学修する。

齋藤孝（2016）は「暗黙知や身体知を共有
し、それを明確な形式知にしていくプロセス

は、まさに新しい学力が求める実践的な知の

在り方である」と言及しているように、21
世紀知識社会において活躍する上において必

要不可欠な実践的な知の在り方を理解する機

会を提供している。

授業成果（地域課題解決のための SECIモデル提案）の一例



3.2 200 番科目「サービスラーニング基
礎」と「アントレプレナー基礎」の設計

学部 2 年次以降の基幹科目では、インタ
ーンシップ事前学習「インターンシップ基

礎」を受講するほか、「サービスラーニング

基礎」又は「アントレプレナー基礎」を選択

必修し、その後の学修の方向性を確定してい

く。「サービスラーニング基礎」「アントレ

プレナー基礎」では、COC+参加大学・高専
生との「仲間とはぐくむ！」を目的としたフ

ィールド演習を行う。

山口大学における平成 28 年度 YFL 育成
プログラム受講生（1 年次）に、次年度にお
ける 200 番科目（「サービスラーニング基
礎：SL 基礎」「アントレプレナー基礎：EP
基礎」）の選択希望をアンケートしたところ、

表 2 のように、サービスラーニング基礎を
希望する学生が多い傾向にあることが窺える。

表 2 200番科目選択希望調査結果一覧5）

SL希望 EP希望 未定

人文学部 6 2 1 
経済学部 11 10 3 
理学部 3 1 4 
工学部 4 5 1 
農学部 6 0 3 
計 30 18 12 

200 番科目については、やまぐち地域にお
けるフィールド演習を原則として、所属機関

や所属分野（学部学科）の異なる学生同士が

受講するという基本コンセプトに合った授業

設計を平成 27 年度から着手した。ここでは、
そのプロセスと成果をまとめる。

200 番科目の設計においては、フィールド
演習の候補地を選定し、地元関係者とのコー

ディネートを通してプログラム実施すること

を試行した。具体的には、COC＋事業採択
初年度である平成 27 年度に早速着手し、平

成 28年 2月 26日（金）から 28日（日）の
3 日間、 周防大島町安下庄地区において、

「ミニ移動大学 in 周防大島」を実施し、山
口大学と徳山大学の学生・教職員をはじめ、

地域住民や自治体関係者など、約 30 名が参
加した。写真分析法を通した地域再生に定評

のある情報工房代表 山浦晴男氏を招聘し、

周防大島在住のキャリア教育起業家である大

野圭司氏の協力を得て、北陸地区などで実績

のある「ミニ移動大学」という手法を活用し

たフィールド演習を行った。大学外の実践

家・ステークホルダーとの協働による授業開

発という当初のコンセプトに基づいた取組と

なった。

具体的には、初日、導入講義「地域再生入

門」において、今回のミニ移動大学のテーマ

「安下庄地区を魅力ある地域にするために

は」が提示された。このテーマを念頭に、地

域住民ガイドによるフィールドワークに移り、

漁協やみかん農園を訪ね、関係者からの聴き

取りや写真取材を行い、安下庄地区の魅力や

課題を学んだ。2 日目は、初日に取材した事
項や写真を整理しながら、提案アイデアをデ

ザインするワークショップを行い、3 日目の
発表会では、地域住民や自治体の方を交えた

全体発表会を行った。安下庄地区の歴史や風

土が育む豊かな資源をいかに活かすというこ

とを中心に、農水産資源などを活かした商品

開発、空き家対策、観光プランなど、実際に

即した提案が学生たちから発表され、教育プ

ログラム試行版として実行性の確認と一定の

成果を得ることができた。その一方で、参加

学生の学修評価に対する準備が不十分であっ

たため、今後の課題とした。

 その後、平成 28 年度には、翌 29 年度か
らの本格実施に向けて、学修評価を含めた授

業設計に取り組んだ。具体的には、平成 28
年 10 月～12 月の 3 日間にわたって、「ア
ントレプレナー基礎（周防大島編）」を実施

し、山口大学、山口県立大学、山口学芸大学、



表 3 インターンシップ類型（経済産業省,2014）

徳山大学の学生 20 名が参加した。この授業
設計では、これからの地域の未来を担う人材

にとって、アントレプレナーシップを学び、

これまでにない新しい価値を生み出す力やオ

リジナリティを追求して確かなものを生み出

す力が求められており、起業に関する基礎知

識を学び、地域の起業家から実地指導を受け、

起業プランを作成するとともに、アントレプ

レナーシップを修得することを目的としてい

る。学生の学修評価では、3 日間の活動日誌
（「アントレ日誌」）の記入を課し、学生の

学修活動のプロセス評価に活かしたほか、最

終成果物である起業プランのプレゼンテーシ

ョンについて、8 つの評価の観点を定めたル
ーブリックを作成し、アウトプット評価に活

かした。この学修評価の枠組は、山形大学に

おけるエリアキャンパスもがみにおけるフィ

ールド演習科目の事例6）を参考に設計した

（山形大学 2016）。
 以上のような試行実施を通して、200 番科
目の学修評価については、プロセス評価とア

ウトプット評価に基づき行う基本的枠組が整

理された。

3.3 300 番科目「課題解決型インターンシ
ップ（PBI）」の設計

YFL 育成プログラムは副専攻的な位置づ
けにあり、YFL 認定という履修証明を獲得
する最終関門として課題解決型インターンシ

ップ（PBI）を設定している。200 番科目と
同様に、サービスラーニングとアントレプレ

ナーをキーワードに、対象フィールドで区分

し、「地域協働課題解決型インターンシップ

［サービスラーニング編］」又は「企業協働

課題解決型インターンシップ［アントレプレ

ナー編］」を提供する。学生はいずれかを選

択し、地域課題解決型リーダーとしての実践

力を修得する。

YFL 育成プログラムの 6 つの力を養うた
めには、300 番科目で設定するインターンシ
ップ科目は従来型の仕事理解型（就業体験）

のものでは不十分であり、課題協働型・事業

参画型に近いプログラムを設計する必要性が

ある（表 3 参照）。具体的には、地域や企
業等（フィールド）の抱える課題を学生がそ

の場に出向き、ステークホルダーとの意見交

換や情報分析を行うとともに、学生自身の持

つ専門知識などを活かし課題解決を目指す。

これにより学生の課題解決実践力を育成する。  

やまぐち地域では、山口県インターンシッ

プ推進協議会との対話のもと、新しい課題解

決型インターンシップの設計と授業科目とし

ての定着を目指していくこととしている。

3.4 YFL 育成プログラムに関連した FD・
SD活動

YFL 育成プログラムのカリキュラム設計
や個々の授業科目設計において、複数の高



等教育機関や地域のステークホルダーとの協

働によるマネジメントが行われている。

YFL 育成プログラムに関わる多様な関係者
の理解共有と持続的な改善充実を進める上に

おいて、FD・SD 活動が必要不可欠である。

 平成 27 年度には、啓蒙的活動として、平
成 28 年 2 月 8 日(月)に、COC＋事業 FD・
SD セミナー2016「今、必要とされる地域貢
献マインドとアクション」を開催し、県内外

の大学教職員および自治体職員など、170 名
を超える参加者を集め、大きな関心が寄せら

れた。先進事例紹介として招聘した、金沢大

学教授 古畑徹氏による「学都いしかわグロ

ーカル人材育成プログラムの設計と成果」と

題した講演では、金沢大学が中心となって進

める大学間連携事業における横断的カリキュ

ラムの実施とプログラムベース・ルーブリッ

クを活用した学修評価のあり方を学ぶことが

でき、YFL 育成プログラムのカリキュラム
マネジメントに大きな示唆を得た。また、地

域ブランドコンサルタント 金子和夫氏によ

る「地域活性化の取り組みで大学に期待され

る役割」と題した講演では、地域のステーク

ホルダーとの関わりにおけるコーディネータ

ーの役割と機能について指導助言を得た。

この啓蒙的な FD・SD イベントを皮切り

に、YFL 育成プログラムの教育内容をより
充実したものとするため、「YFL 育成プロ
グラム開発委員会」と連携しながら、以下の

三つのレベルの FD を実施することしている。
レベル 1「日常的な FD」では、各授業科

目の学生授業評価、教員自己評価、成績評価

分布などを参照し、担当教員間でのピアレビ

ューを定期的に実施する。併せて、本プログ

ラムで育成すべき能力の到達度を毎学期測定

し、カリキュラムマップとの整合化を図りな

がら、履修者の学修成果を担当教員間で共有

する。これを次学期・次年度以降の改善に結

びつけ、PDCA サイクルを構築する。
レベル 2「授業成果報告会（FD ワークシ

ョップ）」では、担当教員が事業協働地域の

多様な組織に所属するスタッフから構成され

ていることから、毎年数回、授業成果報告会

（FD ワークショップ）を開催する。これを
通して、授業科目の到達目標やカリキュラム

マップの整合性確保のための相互理解を図る。

レベル 3「教職員・学生・ステークホルダ
ーによる対話型ワークショップ（地域共創フ

ォーラム）」を毎年度末に開催し、教える側

と学ぶ側双方からの意見聴取を行い、教育プ

ログラムの更なる充実に繋げる。

以上のように、三つのレベルの階層的 FD
を通して、YFL 育成プログラムの質保証を
図っていくこととしている。

4 まとめと考察
 筆者は、やまぐち地域の大学間連携のあり

方に問題意識をもって取り組み、大学コンソ

ーシアムやまぐち（現・大学リーグやまぐち

7））における FD・SD 部会の設置を通して、
FD・SD 活動について協議できる場づくり

を設けながら、同地域における大学教職員の

ネットワーキングの促進に尽力してきた

（林,2015）。これまでの環境整備の基礎が、
COC＋事業の採択を得て、YFL 育成プログ
ラム設計の展開に有効に資している。YFL
育成プログラムを設計し、当該カリキュラム

をマネジメントする作業は、よりスケールが

大きく、かつ、高度な調整を要請するが、こ

れまで築き上げてきた大学間連携や地域連携

に与えるインパクトや波及効果は非常に強い。

 本稿で考察した YFL 育成プログラム構築
は、以下に掲げる①～⑤の作業を連関的に行

う営みである。この営みは、カリキュラム設

計の基本である「選択され明確に定義された

目標を設定して、そこからカリキュラムを設

計する工学的アプローチ」8）（田村,2016）
を実践していることに当たる。YFL 育成プ
ログラムという新しい教育プログラムの構築

を通して、カリキュラムマネジメントに関す



図 5 COC＋事業協働地域就職率比較

図 6 変革的カリキュラムリーダーシップ
の構造図（（倉本,2008：93）より筆者作成）

る実践知を蓄積する機会となっている。

①人材像を明確化した上でのプログラムベ

ースのルーブリックの作成

 ②人材像に求められる能力を育成するため

の科目群とその階層性の構築

 ③教育プログラムを構成する各科目の関係

性や人材育成への貢献度を可視化したカ

リキュラムマップの作成

 ④当該カリキュラムマップを意識した科目

シラバスの作成

 ⑤科目ごとの成績評価のあり方

 さらに、YFL 育成プログラムでは、単一
機関を対象とするカリキュラムを超えて、

COC＋参加大学・高専という複数の高等教
育機関への横展開を実現しようとしている点

において、カリキュラムマネジメントの多角

性の実情を示す事例になる。地方創生の産物

として公募された COC＋事業であるが、そ
のカリキュラム構築のプロセスにおける対話

は、地方大学における人材育成の一貫性を浸

透させる大きな仕掛けになるであろう。従来

型の単位互換制度を超えた高等教育コミュニ

ティ形成の第一歩である。

 本稿で取り上げた YFL 育成プログラムの
カリキュラムマネジメントのアウトカムとし

て、最終的に、事業協働地域就職率の向上が

求められる。図 5 は、文部科学省高等教育
局大学振興課（2016）に掲載された COC＋

事業採択 42 地域における平成 26 年度実績
値と平成 31 年度目標値をプロットしたもの
であり、「やまぐち未来創生人材育成・定着

促進事業」における事業協働地域就職率の数

値目標は他地域に比べ、相対的に高くなく、

達成すべき水準にあると判断される。 

 最後に、アメリカにおける地域コミュニテ

ィをフィールドとした教育学習の先行事例に

基づき、今後の方向性について考察しておく。

倉本（2008）は、サービスラーニングを具
体的方策とし、学校改善論や地域社会改善論

の 視 点 を 含 め た 、 ヘ ン ダ ー ソ ン

（Henderson, J.）の変革的カリキュラムリ
ーダーシップ論（ Transformative Curriculum 
Leadership）を紹介している（図 6）。
本稿で取り上げた YFL 育成プログラムの

カリキュラムマネジメントは、大学を取り巻

くステークホルダーとの共創を通して、大学

組織開発（OD: Organizational Development）、さらに
は地域コミュニティ開発へと波及する。地域

コミュニティからの評価を受けながらカリキ

ュラムマネジメントする営みを進めることで、

一つの授業科目やカリキュラムだけでなく、

大学組織や地域コミュニティの改善充実に影

響を及ぼすソーシャル・インパクトの要素を

示唆している。

（大学教育センター 准教授）

「やまぐち未来創生人材育成・定着促進事業」における  

数値目標（H26年度 33.07%⇒平成 31年度 43.16%）



別表 YFL育成プログラムにおいて育成する 6つの力に関するルーブリック



参考文献

天野郁夫，2013，『大学改革を問い直す』
慶應義塾大学出版部

有本章編,2003,『大学のカリキュラム改革』
玉川大学出版部

井門冨二夫,1985,『大学のカリキュラム』玉
川大学出版部

中央教育審議会,2005,『我が国の高等教育の
将来像（答申）』

中央教育審議会,2012,『新たな未来を築くた
めの大学教育の質的転換に向けて（答

申）』

中央教育審議会初等中等教育分科会教育課程

部会教育課程企画特別部会,2015,『教育課
程企画特別部会 論点整理補足資料』

中央教育審議会大学分科会大学教育部

会,2016,『「卒業認定・学位授与の方針」
（ディプロマ・ポリシー），「教育課程編

成・実施の方針」（カリキュラム・ポリシ

ー）及び「入学者受入れの方針」（アドミ

ッション・ポリシー）の策定及び運用に関

するガイドライン』

野中郁次郎・竹内弘高 ,1996,『知識創造企
業』東洋経済新報社

林透編著,2014,『日本の大学における組織開
発（OD）に関する実証的研究』（科学研
究費助成事業・平成 23-25年度報告書）

林透,2015,「山口大学・大学コンソーシアム
やまぐちSDセミナー2014 レポート ～大
学職員の企画力が大学を変える」『大学マ

ネジメント』11(1),40-46,大学マネジメン
ト研究会

平尾元彦・田中久美子,2016,「大学生の地元
志向とキャリア意識」『キャリアデザイン

研究』Vol.12,85-92,日本キャリアデザイン
学会

河合塾編,2016,『大学のアクティブラーニン
グ -導入からカリキュラムマネジメント

へ-』

経済産業省,2014,『成長する企業のためのイ

ンターンシップ活用ガイド』

倉本哲男,2008,『アメリカにおけるカリキュ
ラムマネジメントの研究 －サービス・ラ

ーニング（Service-Learning）の視点から
－』ふくろう出版

文部科学省,2013,『平成 25 年度「地（知）
の拠点整備事業」公募要領』

文部科学省,2014,『平成 26 年度「地（知）
の拠点整備事業」公募要領』

文部科学省,2015,『平成 27 年度大学教育再
生戦略推進費「地（知）の拠点大学による

地方創生推進事業（COC+）」公募要領』
文部科学省高等教育局大学振興課,2016,『平
成 27 年度 地（知）の拠点大学による地

方創生推進事業（COC＋）』
中留武昭,2012,『大学のカリキュラムマネジ
メント －理論と実際』東信堂

日本高等教育開発協会・ベネッセ教育総合研

究所,2016,『大学生の主体的学びを促すカ
リキュラム・デザイン アクティブ・ラー

ニングの組織的展開にむけて』

齋藤孝,2016,『新しい学力』岩波書店
田村知子,2016,「目標のマネジメント みん
なで共にめざす目標をつくろう（第Ⅱ部第

1 章）」田村知子・村川雅弘・吉冨芳正・
西岡加名恵『カリキュラムマネジメントハ

ンドブック』ぎょうせい,58-67 
山形大学,2016,『平成 28 年度フィールドワ
ーク 共生の森もがみハンドブック』  

山口大学,2015,『平成 27 年度大学教育再生
戦略推進費「地（知）の拠点大学による地

方創生推進事業（COC+）」計画調書[基
本 情 報 ] 』 https://www.jsps.go.jp/j-
coc/data/sentei_torikumi/30_COC_Yama
guchi.pdf（2017年 1月 20日閲覧）



注

1）COC＋事業「やまぐち未来創生人材育
成・定着促進事業」では、県内の 12 高等教
育機関をはじめ、地方自治体（20 機関）、
民間企業（108 機関）、経済団体等（9 機
関）の計 149 機関が参画している（平成 28
年 11月 1日現在）。
2）日本学術振興会ホームページにおいて、
平成 27 年度 COC＋事業の選定事業概要が
掲載されている。

3） YFL 育成プログラムの特徴であるサー
ビスラーニング型・アントレプレナー型の 2
類型を基軸とした階層型カリキュラムのコン

セプトは、高知大学地域協働学部のカリキュ

ラム構造などを参照している。

4）平成 28 年度に初めて開講した『地域協
働型知識創造論』では、実務家教員 2 名の
講義（平成 28 年 10 月 25 日、11 月 8 日・
15 日の計 3 回）を公開授業として、受講学
生以外にも公開したところ、高年次学生や大

学院生の受講があった。

5）『地域協働型知識創造論』の受講学生
（1 年次 61 名）を対象として意向調査アン
ケートを実施した（うち 1名欠席）。
6）山形大学エリアキャンパスもがみの取組
については、平成 28年 10月 31日に、山口
大学主催の FD・SD ワークショップにおい
て、山形大学 橋爪孝夫氏を招へいし、授業

設計や学修評価について指導助言を受けた。

7）大学リーグやまぐちは、従来、山口県内
の大学のみで構成されていた大学コンソーシ

アムやまぐちを発展させ、県内の短期大学等

を新たに加え、かつ、事務局を山口県庁に置

く形で、平成 28年 10月に結成された。
8）「逆向き設計」と称され、近年のカリキ
ュラム・デザインにおいて重視される考え方

である。


